
第一五六回

衆第二二号

　　　主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律等の一部を改正する法律案

　（主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律の一部改正）

第一条　主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律（平成六年法律第百十三号）の一

部を次のように改正する。

　　目次中
「 第一節　基本計画（第四条）
第二節　計画的な流通の確保に関する措置
　第一款　生産者（第五条）
　第二款　出荷取扱業（第六条―第二十七条）
　第三款　自主流通法人（第二十八条―第三十四条）
　第四款　販売業（第三十五条―第四十七条）
　第五款　自主流通米価格形成センター（第四十八条―第五十八条）
第三節　政府の買入れ及び売渡し（第五十九条―第六十四条）
第四節　政府以外の者の行う輸入及び輸出（第六十五条―第六十五条の三） 」

　を
「 第一節　基本指針（第四条）
第二節　適正かつ円滑な流通の確保に関する措置
　第一款　生産調整方針（第五条―第七条）
　第二款　米穀安定供給確保支援機構（第八条―第十七条）
　第三款　米穀価格形成センター（第十八条―第二十八条）
第三節　政府の買入れ及び売渡し（第二十九条―第三十三条）
第四節　政府以外の者の行う輸入及び輸出（第三十四条―第三十六条）
第五節　緊急時の措置（第三十七条―第四十条） 」

　に、「第六十六条―第七十一条」を「第四十一条―第四十六条」に、
「 第四章　雑則（第七十二条―第八十三条）
第五章　罰則（第八十四条―第九十二条） 」

　を
「 第四章　生産者の所得の確保に係る措置（第四十七条）
第五章　雑則（第四十八条―第五十五条）
第六章　罰則（第五十六条―第六十三条） 」

　に改める。

　第一条中「麦が」の下に「国民に安定的に供給されるべき」を加え、「計画的な」を

「適正かつ円滑な」に、「並びに政府」を「、政府」に改め、「売渡しの措置」の下に

「並びに主要食糧の生産者の所得の確保に係る措置」を、「もって」の下に「主要食糧

の自給率の向上及び主要食糧の生産活動が有する主要食糧の供給の機能以外の多面にわ

たる機能の充実に寄与し、あわせて」を加える。

　第二条第一項中「、計画的にかつ整合性をもって、米穀の需給の均衡を図るための生

産調整の円滑な推進」を削る。

　第三条中第二項を削り、第三項を第二項とし、第四項から第十四項までを削る。



　「第一節　基本計画」を「第一節　基本指針」に改める。

　第四条の見出しを削り、同条第一項中「基本計画」を「基本指針」に改め、同条第二

項中「基本計画」を「基本指針」に改め、第三号を削り、第四号を第三号とし、第五号

から第七号までを削り、第八号を第四号とし、第九号を第五号とし、同条第三項及び第

四項を次のように改める。

３　農林水産大臣は、前項第二号に掲げる事項を定めるため必要があるときは、都道府

県知事に対し、資料の提出その他必要な協力を求めることができる。

４　農林水産大臣は、基本指針を定めようとするときは、食料・農業・農村政策審議会

の意見を聴かなければならない。

　第四条第五項を削り、同条第六項中「基本計画」を「基本指針」に改め、同項を同条

第五項とし、同条第七項中「基本計画」を「基本指針」に改め、同項を同条第六項とし、

同条第八項中「第四項から第六項」を「第三項から第五項」に、「基本計画」を「基本

指針」に改め、同項を同条第七項とする。

　第二章第二節の節名中「計画的な」を「適正かつ円滑な」に改める。

　第二章第二節第一款及び第二款を次のように改める。

　　　　　第一款　生産調整方針

　（生産調整方針の作成）

第五条　米穀の生産者又は出荷の事業を行う者の組織する団体その他政令で定める者

（以下「生産出荷団体等」という。）は、農林水産省令で定めるところにより、米穀

の生産調整に関する方針（以下「生産調整方針」という。）を作成することができる。

２　生産調整方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。

　一　生産調整方針に従って米穀の生産を行う者に係る米穀の生産数量の目標（以下

「生産数量目標」という。）の設定方針

　二　生産数量目標を達成するためとるべき措置

　（生産調整方針に関する助言及び指導）

第六条　国は、生産調整方針を作成しようとする生産出荷団体等に対し、その作成及び

適切な運用のために必要な助言及び指導を行うように努めるものとする。

第七条　生産出荷団体等は、生産調整方針の作成及びその適切な運用のため、地方公共

団体に対し、必要な協力を求めることができる。

２　地方公共団体は、前項の規定により協力を求められた場合において、生産調整方針

の作成及びその適切な運用がその地方公共団体の区域の特性に応じた農業の振興に資

すると認めるときは、必要な助言及び指導を行うように努めるものとする。

　　　　　第二款　米穀安定供給確保支援機構

　（指定）

第八条　農林水産大臣は、米穀の安定供給の確保を支援することを目的として設立され

た民法（明治二十九年法律第八十九号）第三十四条の法人その他営利を目的としない



法人であって、次条に規定する業務を適正かつ確実に行うことができると認められる

ものを、その申請により、全国を通じて一個に限り、米穀安定供給確保支援機構（以

下「機構」という。）として指定することができる。

２　農林水産大臣は、前項の規定による指定をしたときは、機構の名称、住所及び事務

所の所在地を官報で公示しなければならない。

３　機構は、その名称、住所又は事務所の所在地を変更しようとするときは、あらかじ

め、その旨を農林水産大臣に届け出なければならない。

４　農林水産大臣は、前項の規定による届出があったときは、その旨を官報で公示しな

ければならない。

　（業務）

第九条　機構は、次に掲げる業務を行うものとする。

　一　米穀の生産を行う者に対し、その生産した米穀を在庫として保有する措置の実施

のために必要な資金に充てるため、農林水産省令で定めるところにより、無利子の

資金の貸付けを行うこと。

　二　米穀の安定供給の確保に資する売買取引に係る米穀の買受けに係る債務（当該債

務の履行に必要な資金の借入れに係る債務を含む。）を保証すること。

　三　前二号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。

２　機構は、前項各号に掲げる業務を行うほか、同項第一号の規定による貸付けに係る

貸付金の弁済に代えて取得した米穀を政府に売り渡すものとする。

　（業務の委託）

第十条　機構は、農林水産大臣の認可を受けて、前条第一項第一号に掲げる業務（貸付

けの決定を除く。）及び同項第二号に掲げる業務（債務の保証の決定を除く。）の一

部を金融機関に委託することができる。

２　金融機関は、他の法律の規定にかかわらず、前項の規定による委託を受け、当該業

務を行うことができる。

　（業務規程の認可）

第十一条　機構は、第九条第一項第一号及び第二号に掲げる業務（以下「貸付等業務」

という。）を行うときは、貸付等業務の開始前に、貸付等業務の実施に関する規程

（以下この款において「業務規程」という。）を作成し、農林水産大臣の認可を受け

なければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。

２　農林水産大臣は、前項の認可をした業務規程が貸付等業務の適正かつ確実な実施上

不適当となったと認めるときは、その業務規程を変更すべきことを命ずることができ

る。

３　業務規程に記載すべき事項及び第一項の認可の基準については、農林水産省令で定

める。

　（事業計画等）



第十二条　機構は、毎事業年度、農林水産省令で定めるところにより、事業計画及び収

支予算を作成し、農林水産大臣の認可を受けなければならない。これを変更しようと

するときも、同様とする。

２　機構は、農林水産省令で定めるところにより、毎事業年度終了後、事業報告書、貸

借対照表、収支決算書及び財産目録を作成し、農林水産大臣に提出し、その承認を受

けなければならない。

　（区分経理）

第十三条　機構は、第九条第一項第一号に掲げる業務（これに附帯する業務を含む。）

に係る経理、同項第二号に掲げる業務（これに附帯する業務を含む。）に係る経理及

びその他の業務に係る経理をそれぞれ区分して整理しなければならない。

　（農林水産省令への委任）

第十四条　前二条に定めるもののほか、機構が貸付等業務を行う場合における機構の財

務及び会計に関し必要な事項は、農林水産省令で定める。

　（改善命令）

第十五条　農林水産大臣は、第九条第一項各号に掲げる業務の運営に関し改善が必要で

あると認めるときは、機構に対し、その改善に必要な措置をとるべきことを命ずるこ

とができる。

　（指定の取消し）

第十六条　農林水産大臣は、機構が次の各号のいずれかに該当するときは、第八条第一

項の規定による指定（以下この条において「指定」という。）を取り消すことができ

る。

　一　第九条第一項各号に掲げる業務を適正かつ確実に実施することができないと認め

られるとき。

　二　指定に関し不正の行為があったとき。

　三　この款の規定又は当該規定に基づく命令若しくは処分に違反したとき。

　四　第十一条第一項の認可を受けた業務規程によらないで貸付等業務を行ったとき。

２　農林水産大臣は、前項の規定により指定を取り消したときは、その旨を官報で公示

しなければならない。

　（資金の貸付け）

第十七条　政府は、機構に対し、第九条第一項第一号に掲げる業務に要する資金の一部

を無利子で貸し付けることができる。

２　前項の規定による貸付金の償還方法は、政令で定める。

　第二章第二節第三款及び第四款を削る。

　第二章第二節第五款の款名中「自主流通米価格形成センター」を「米穀価格形成セン

ター」に改める。

　第四十八条第一項中「自主流通米の」を「米穀の」に改め、「（明治二十九年法律第



八十九号）」を削り、「法人」の下に「その他営利を目的としない法人」を加え、「全

国を通じて一個に限り、自主流通米価格形成センター」を「米穀価格形成センター」に

改め、第二章第二節第五款中同条を第十八条とする。

　第四十九条第一号中「自主流通米」を「米穀」に改め、同条を第十九条とする。

　第五十条第一項中「以下」の下に「この款において」を加え、同条を第二十条とし、

同条の次に次の一条を加える。

　（売買取引を行うことができる者）

第二十一条　価格形成施設における米穀の売買取引（以下「売買取引」という。）を行

うことができる者は、米穀の買入れ又は売渡しの業務を適確に遂行するに足りる資力

信用を有しない者その他の業務規程で定める者以外の者とする。

　第五十一条を削る。

　第五十二条第一項中「価格形成施設における自主流通米の売買取引（以下「売買取

引」という。）」を「売買取引」に改め、「方法」の下に「その他業務規程で定める方

法」を加え、同条第二項を削り、同条第三項を同条第二項とし、同条第四項を同条第三

項とし、同条を第二十二条とし、第五十三条を第二十三条とし、第五十四条を第二十四

条とする。

　第五十五条第二項中「第五十条第一項」を「第二十条第一項」に、「第四十九条第一

号」を「第十九条第一号」に改め、同条を第二十五条とする。

　第五十六条中「第四十九条第一号」を「第十九条第一号」に改め、同条を第二十六条

とする。

　第五十七条中「第四十九条各号」を「第十九条各号」に改め、同条を第二十七条とす

る。

　第五十八条第一項中「一に」を「いずれかに」に、「第四十八条第一項」を「第十八

条第一項」に改め、同項第一号中「第四十九条各号」を「第十九条各号」に改め、同項

第四号中「第五十条第一項」を「第二十条第一項」に、「第四十九条第一号」を「第十

九条第一号」に改め、同条を第二十八条とする。

　第二章第二節第五款を同節第三款とする。

　第五十九条を削る。

　第六十条の見出しを「（米穀等の輸入を目的とする買入れ及び当該米穀の売渡し）」

に改め、同条第一項中「買入れ」の下に「を行い、及び買受資格者に対し当該米穀の売

渡し」を加え、同条に次の一項を加える。

３　第一項の輸入を目的とする買入れに係る米穀を同項の規定により売り渡す場合の価

格は、国際約束に従って農林水産大臣が定めて告示する額を、当該米穀の買入れの価

格に加えて得た額を超えてはならない。

　第二章第三節中第六十条を第三十条とし、同条の前に次の一条を加える。

　（米穀の政府買入れ及び政府売渡し）



第二十九条　政府は、米穀の備蓄の円滑な運営を図るため、農林水産省令で定める手続

に従い、基本指針に即して、国内産米穀の買入れを行うものとする。

２　政府は、機構から、第九条第二項の規定による米穀の売渡しの申込みがあった場合

には、政令で定めるところにより、当該米穀の買入れを行うものとする。

３　政府は、前項の規定により機構から買い入れた米穀又は当該米穀以外の米穀であっ

て農林水産省令で定める期間在庫として保有したものについて、主食としての用途以

外の用途に供するために、農林水産省令で定めるところにより、売渡しその他の措置

を講ずるものとする。ただし、米穀の供給が不足した場合その他の農林水産省令で定

める場合は、この限りでない。

　第六十一条を削る。

　第六十二条第一項中「登録卸売業者その他政令で定める者（次項において「買受資格

者」という。）」を「買受資格者」に改め、同条第三項を削り、同条第四項中「第二

項」を「前項」に改め、同項を同条第三項とし、同条を第三十一条とする。

　第六十三条第二項中「第六十条第二項」を「第三十条第二項」に改め、同条を第三十

二条とする。

　第六十四条第一項中「前三条」を「第二十九条第三項及び第三十条から前条まで」に

改め、同条を第三十三条とする。

　第六十五条第一項中「第七十条第一項」を「第四十五条第一項」に改め、同項第一号

中「第六十条第二項」を「第三十条第二項」に改め、同項第二号中「第六十二条」を

「第三十一条」に改め、第二章第四節中同条を第三十四条とし、第六十五条の二を第三

十五条とする。

　第六十五条の三第一号中「第六十三条第二項」を「第三十二条第二項」に、「第六十

条第二項」を「第三十条第二項」に改め、同条を第三十六条とする。

　第二章に次の一節を加える。

　　　　第五節　緊急時の措置

　（緊急時における対応）

第三十七条　政府は、米穀の供給が大幅に不足し、又は不足するおそれがあるため、米

穀の適正かつ円滑な供給が相当の期間極めて困難となることにより、国民生活の安定

及び国民経済の円滑な運営に著しい支障を生じ、又は生ずるおそれがある場合におい

て、その事態に対処するため次条から第四十条までに規定する措置を講ずる必要があ

ると認めるときは、閣議の決定を経て、その旨を告示するものとする。

２　農林水産大臣は、前項の規定による告示のあったときは、政令で定めるところによ

り、基本指針を変更し、地域別及び期間別の米穀の供給目標数量を追加して定めなけ

ればならない。第四条第一項の規定により基本指針を定める場合においても、同様と

する。

３　政府は、第一項に規定する事態が消滅したと認めるときは、直ちに、閣議の決定を



経て、その旨を告示するものとする。

　（米穀の出荷又は販売の事業を行う者に対する命令）

第三十八条　農林水産大臣は、前条第一項に規定する事態に対処するため、基本指針に

即して、米穀の出荷又は販売の事業を行う者に対し、その保有する米穀の譲渡、移動

又は保管に関し、地域又は時期の指定、数量又は価格の制限に服すべきことを命ずる

ことができる。

　（米穀の生産者に対する命令）

第三十九条　農林水産大臣は、前条に規定する措置を講じてもなお米穀の適正かつ円滑

な供給を確保することが困難であると認められるときは、米穀の生産者に対し、売渡

しをすべき期限及び数量を定めて、その生産した米穀を、政府に売り渡すべきことを

命ずることができる。

２　前項の場合における政府の買入れの価格は、時価によるものとする。

　（米穀の割当て又は配給等）

第四十条　前二条に規定する措置をもってしては、第三十七条第一項に規定する事態を

克服することが著しく困難であると認められる場合においては、政令で、米穀の割当

て若しくは配給又は米穀の使用、譲渡若しくは譲受の制限若しくは禁止に関し必要な

事項を定めることができる。

２　前項の政令で定める事項は、その事態を克服するため必要な限度を超えるものであ

ってはならない。第六十六条第二項中「次項」を「以下この条」に改め、同条第三項

を次のように改める。

３　農林水産大臣は、前項の規定により政府買入価格を定めようとするときは、食料・

農業・農村政策審議会の意見を聴かなければならない。

　第六十六条に次の三項を加える。

４　農林水産大臣は、第二項の規定により政府買入価格を定めたときは、遅滞なく、こ

れを告示するものとする。

５　農林水産大臣は、物価その他の経済事情に著しい変動が生じ、又は生ずるおそれが

ある場合において、特に必要があると認めるときは、政府買入価格を改定することが

できる。

６　第三項及び第四項の規定は、前項の規定による政府買入価格の改定について準用す

る。

　第三章中第六十六条を第四十一条とする。

　第六十七条第一項中「第六十九条及び第七十条」を「第四十四条及び第四十五条」に

改め、同条第二項中「第六十条第二項」を「第三十条第二項」に改め、同条を第四十二

条とする。

　第六十八条第二項を次のように改める。

２　前項の規定により売渡しを行う場合における予定価格は、政令で定めるところによ



り、標準売渡価格を基準として定める。

　第六十八条に次の六項を加える。

３　前項の標準売渡価格は、政令で定めるところにより、農林水産大臣が、家計費及び

米価その他の経済事情を参酌し、消費者の家計を安定させることを旨として定める。

４　農林水産大臣は、前項の規定により標準売渡価格を定めようとするときは、食料・

農業・農村政策審議会の意見を聴かなければならない。

５　農林水産大臣は、第三項の規定により標準売渡価格を定めたときは、遅滞なく、農

林水産省令で定める麦についてこれを告示するものとする。

６　農林水産大臣は、物価その他の経済事情に著しい変動が生じ、又は生ずるおそれが

ある場合において、特に必要があると認めるときは、標準売渡価格を改定することが

できる。

７　第四項及び第五項の規定は、前項の規定による標準売渡価格の改定について準用す

る。

８　前条第一項の輸入を目的とする買入れに係る麦を第一項の規定により売り渡す場合

の価格は、国際約束に従って農林水産大臣が定めて告示する額を、当該麦の買入れの

価格に加えて得た額を超えてはならない。

　第六十八条を第四十三条とする。

　第六十九条中「第六十三条」を「第三十二条」に、「第六十四条」を「第三十三条」

に、「前三条」を「第二十九条第三項及び第三十条から前条まで」に、「第六十八条」

を「第四十三条」に改め、同条を第四十四条とする。

　第七十条第一項ただし書中「第六十七条第二項」を「第四十二条第二項」に、「第六

十条第二項」を「第三十条第二項」に改め、同条第二項中「第六十五条第二項」を「第

三十四条第二項」に改め、同条を第四十五条とする。

　第七十一条第一項中「第六十条、第六十二条及び第六十七条」を「第三十条、第三十

一条及び第四十二条」に改め、同条第二項中「第六十二条」を「第三十一条」に改め、

同条第三項中「第六十条第一項又は第六十七条第一項」を「第三十条第一項又は第四十

二条第一項」に改め、第三章中同条を第四十六条とする。

　第四章中第七十二条を第五十条とし、同条の前に次の二条を加える。

　（米穀の出荷又は販売の事業の届出）

第四十八条　米穀の出荷又は販売の事業（その事業の規模が農林水産省令で定める規模

未満であるものを除く。第五十九条において同じ。）を行おうとする者は、農林水産

省令で定めるところにより、あらかじめ、次に掲げる事項を農林水産大臣に届け出な

ければならない。

　一　商号、名称又は氏名及び住所

　二　法人である場合においては、その代表者の氏名

　三　主たる事務所の所在地



　四　その他農林水産省令で定める事項

２　前項の規定による届出をした者（以下「届出事業者」という。）は、同項各号に掲

げる事項に変更があったときは、遅滞なく、その旨を農林水産大臣に届け出なければ

ならない。

３　届出事業者は、当該届出に係る事業を廃止したときは、遅滞なく、その旨を農林水

産大臣に届け出なければならない。

　（帳簿の備付け）

第四十九条　届出事業者は、農林水産省令で定めるところにより、帳簿を備え、その業

務に関し農林水産省令で定める事項を記載し、これを保存しなければならない。

　第七十三条を第五十一条とし、第七十四条を第五十二条とする。

　第七十五条第一項中「自主流通法人、登録出荷取扱業者、登録卸売業者、登録小売業

者若しくはセンターその他業として主要食糧の販売」を「機構若しくはセンターその他

業として主要食糧の出荷、販売」に改め、同条第二項を削り、同条第三項中「前二項」

を「前項」に改め、同項を同条第二項とし、同条第四項中「及び第二項」を削り、同項

を同条第三項とし、同条を第五十三条とする。

　第七十六条の見出しを「（権限の委任）」に改め、同条中第一項を削り、第二項を第

一項とし、第三項を第二項とし、同条を第五十四条とする。

　第七十七条及び第七十八条を削り、第七十九条を第五十五条とし、第八十条から第八

十三条までを削る。

　第八十四条中「第八十二条第二項」を「第三十九条第一項」に改め、第五章中同条を

第五十六条とし、同条の次に次の一条を加える。

第五十七条　第三十八条の規定による命令に違反した者は、一年以下の懲役又は百万円

以下の罰金に処する。

　第八十五条を削る。

　第八十六条中「第五十六条」を「第二十六条」に改め、同条を第五十八条とし、同条

の次に次の二条を加える。

第五十九条　第四十八条第一項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をして米穀の

出荷又は販売の事業を行った者は、五十万円以下の罰金に処する。

第六十条　第五十三条第一項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は

同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者は、三十万円以下の罰金に

処する。

　第八十七条から第八十九条までを削る。

　第九十条中「第八十四条」を「第五十六条」に改め、同条を第六十一条とする。

　第九十一条中「第八十三条第一項」を「第四十条第一項」に改め、同条を第六十二条

とし、同条の次に次の一条を加える。

第六十三条　次の各号のいずれかに該当する者は、十万円以下の過料に処する。



　一　第三十五条、第三十六条又は第四十八条第二項若しくは第三項の規定による届出

をせず、又は虚偽の届出をした者

　二　第四十九条の規定に違反して、帳簿を備えず、帳簿に記載せず、若しくは虚偽の

記載をし、又は帳簿を保存しなかった者

　第九十二条を削る。

　第五章を第六章とし、第四章を第五章とし、第三章の次に次の一章を加える。

　　　第四章　生産者の所得の確保に係る措置

第四十七条　政府は、主要食糧の生産者の所得を確保するため、政令で定めるところに

より、主要食糧の生産のために現に利用されている農地の面積を基準として算定した

金額を主要食糧の生産者に支払うために必要な交付金の交付に関する措置を講じなけ

ればならない。

２　前項の政令においては、支払の対象となる生産者の範囲、支払うべき金額及び交付

金の交付の対象となる者その他の同項の措置に関する必要な事項について定めるもの

とする。

３　政府は、毎年、第一項の規定による措置の実施状況を公表するものとする。

４　政府は、第一項の措置を講ずるに当たって、広報活動等を通じて、主要食糧の安定

供給の重要性及び主要食糧の生産活動が有する主要食糧の供給の機能以外の多面にわ

たる機能に関する国民の理解を深めるよう必要な措置を講ずるものとする。

　（食糧管理特別会計法の一部改正）

第二条　食糧管理特別会計法（大正十年法律第三十七号）の一部を次のように改正する。

　　第六条第一項中「納付金」の下に「、主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律

（平成六年法律第百十三号）第十七条第二項ノ規定ニ依ル償還金」を、「関スル諸

費」の下に「、同条第一項ノ規定ニ依ル米穀安定供給確保支援機構ニ対スル貸付金」

を加える。

　（農産物検査法の一部改正）

第三条　農産物検査法（昭和二十六年法律第百四十四号）の一部を次のように改正する。

　　第三条第一項を削り、同条第二項中「で前項の品位等検査に係る米穀以外のもの」

を削り、同項を同条とする。

　　第四条第一項を削り、同条第二項中「で前項の品位等検査に係る米穀以外のもの」

を削り、同項を同条とする。

　　第六条中「主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律第六十六条第一項」を「主

要食糧の需給及び価格の安定に関する法律（平成六年法律第百十三号）第四十一条第

一項」に改め、同条に次の一項を加える。

　２　麦の生産者は、その生産した麦で前項の品位等検査に係る麦以外のものについて

品位等検査を受けることができる。

　　第八条中「第三条第二項及び」及び後段を削る。



　　第十四条第一項中「第三条第一項及び第二項（第八条において準用する場合を含

む。）」を「第三条」に、「並びに」を「及び」に改める。

　　第十五条第一項第三号中「米穀の区分」を「もみ、玄米又は精米の区分」に改め、

同条第二項中「第三条第一項、第四条第一項、第六条」を「第六条第一項」に改め、

「米穀（精米を除く。以下この項において同じ。）又は」を削り、「前項第一号から

第三号まで」を「前項第一号又は第二号」に改め、同項後段を削る。

　　第十七条第四項第五号中「及び農産物検査を行う場所」を削る。

　　第三十四条の見出し中「米麦等」を「麦等」に改め、同条第一項各号列記以外の部

分及び同項第一号中「米穀又は」を削り、同項第二号中「米穀又は」を削り、「第十

五条第一項第一号から第三号まで」を「第十五条第一項第一号又は第二号」に改め、

同条第二項中「米穀又は」を削る。

　　第三十七条第一号中「第三条第一項、第四条第一項、第六条」を「第六条第一項」

に改める。

　　　附　則

　（施行期日）

第一条　この法律は、平成十六年四月一日から施行する。ただし、次条及び附則第七条

の規定は、公布の日から施行する。

　（基本指針に関する経過措置）

第二条　農林水産大臣は、この法律の施行前においても、第一条の規定による改正後の

主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律（以下「新食糧法」という。）第四条の

規定の例により、同条第一項に規定する基本指針（次項において「基本指針」とい

う。）を定め、これを公表することができる。この場合において、同条第二項第二号

中「米穀の需給の見通し」とあるのは、「米穀の需給の見通し及び地域別の米穀の生

産の目標数量」とする。

２　前項の規定により定められた基本指針は、この法律の施行の日（以下「施行日」と

いう。）において新食糧法第四条の規定により定められたものとみなす。

３　新食糧法第四条第二項第二号の規定の適用については、施行日から起算して二年を

超え四年を超えない範囲内において政令で定める日までの間は、同号中「米穀の需給

の見通し」とあるのは、「米穀の需給の見通し及び地域別の米穀の生産の目標数量」

とする。

　（秘密保持義務に関する経過措置）

第三条　第一条の規定による改正前の主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律（以

下「旧食糧法」という。）第四十八条第一項に規定するセンターの役員又は職員であ

った者に係る旧食糧法第四十九条第一号に掲げる業務に関して知り得た秘密を漏らし

てはならない義務については、この法律の施行後も、なお従前の例による。

　（米穀の政府買入れに関する経過措置）



第四条　新食糧法第二十九条第一項及び第二項の規定は、平成十六年産の米穀から適用

し、平成十五年産の米穀については、なお従前の例による。

　（米穀の出荷又は販売の事業の届出に関する経過措置）

第五条　この法律の施行の際現に旧食糧法第三条第十一項に規定する登録出荷取扱業者、

同条第十二項に規定する登録卸売業者、同条第十三項に規定する登録小売業者又は旧

食糧法第二十八条第三項に規定する自主流通法人である者は、新食糧法第四十八条第

一項の規定による届出をしたものとみなす。

２　この法律の施行の際現に米穀の出荷又は販売の事業を行っている者（前項の規定に

より新食糧法第四十八条第一項の規定による届出をしたものとみなされる者を除

く。）についての同項の規定の適用については、同項中「あらかじめ」とあるのは、

「主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律等の一部を改正する法律（平成十五年

法律第▼▼▼号）の施行の日から一月以内に」とする。

３　都道府県知事は、施行日において、旧食糧法第三十七条第一項に規定する登録卸売

業者登録簿及び旧食糧法第四十三条第一項に規定する登録小売業者登録簿を農林水産

大臣に引き継ぐものとする。

　（罰則の適用に関する経過措置）

第六条　この法律の施行前にした行為及び附則第三条の規定によりなお従前の例による

こととされる事項に係るこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用については、

なお従前の例による。

　（政令への委任）

第七条　この附則に規定するもののほか、この法律の施行に関して必要な経過措置は、

政令で定める。

　（米穀の政府買入価格の特例に関する法律の廃止）

第八条　米穀の政府買入価格の特例に関する法律（昭和二十七年法律第百三十六号）は、

廃止する。

　（飼料需給安定法の一部改正）

第九条　飼料需給安定法（昭和二十七年法律第三百五十六号）の一部を次のように改正

する。

　　第四条第一項中「第六十七条第一項」を「第四十二条第一項」に改める。

　　第五条第四項中「第六十八条第二項において準用する同法第六十一条第二項」を

「第四十三条第二項」に改める。

　（関税暫定措置法の一部改正）

第十条　関税暫定措置法（昭和三十五年法律第三十六号）の一部を次のように改正する。

　　第七条の三第二項第三号中「第六十七条」を「第四十二条」に、「第七十条第一項

ただし書」を「第四十五条第一項ただし書」に改め、同項第三号の二中「第六十条」

を「第三十条」に、「第六十二条」を「第三十一条」に、「第六十五条第一項第三



号」を「第三十四条第一項第三号」に、「第七十二条第一項」を「第五十条第一項」

に改める。

　　別表第一第一○○一・一○号、第一○○一・九○号及び第一○○三・○○号中「第

六七条」を「第四二条」に、「第七○条第一項ただし書」を「第四五条第一項ただし

書」に改める。

　　別表第一第一○・○六項中「第六○条」を「第三○条」に、「第六二条」を「第三

一条」に、「第六五条第一項第三号」を「第三四条第一項第三号」に、「第七二条第

一項」を「第五○条第一項」に改める。

　　別表第一第一○○八・九○号及び第一一○一・○○号中「第六七条」を「第四二

条」に、「第七○条第一項ただし書」を「第四五条第一項ただし書」に改める。

　　別表第一第一一○二・三○号中「第六○条」を「第三○条」に、「第六二条」を

「第三一条」に、「第六五条第一項第三号」を「第三四条第一項第三号」に改める。

　　別表第一第一一○二・九○号及び第一一○三・一一号中「第六七条」を「第四二

条」に、「第七○条第一項ただし書」を「第四五条第一項ただし書」に改める。

　　別表第一第一一○三・一九号、第一一○三・二○号、第一一○四・一九号及び第一

一○四・二九号中「第六七条」を「第四二条」に、「第七○条第一項ただし書」を

「第四五条第一項ただし書」に、「第六○条」を「第三○条」に、「第六二条」を

「第三一条」に、「第六五条第一項第三号」を「第三四条第一項第三号」に改める。

　　別表第一第一一○八・一一号中「第六七条」を「第四二条」に、「第七○条第一項

ただし書」を「第四五条第一項ただし書」に改める。

　　別表第一第一九○一・二○号、第一九○一・九○号、第一九○四・一○号及び第一

九○四・二○号中「第六○条」を「第三○条」に、「第六二条」を「第三一条」に、

「第六五条第一項第三号」を「第三四条第一項第三号」に、「第六七条」を「第四二

条」に、「第七○条第一項ただし書」を「第四五条第一項ただし書」に改める。

　　別表第一第一九○四・三○号中「第六七条」を「第四二条」に、「第七○条第一項

ただし書」を「第四五条第一項ただし書」に改める。

　　別表第一第一九○四・九○号及び第二一○六・九○号中「第六○条」を「第三○

条」に、「第六二条」を「第三一条」に、「第六五条第一項第三号」を「第三四条第

一項第三号」に、「第六七条」を「第四二条」に、「第七○条第一項ただし書」を

「第四五条第一項ただし書」に改める。

　（住民基本台帳法の一部改正）

第十一条　住民基本台帳法（昭和四十二年法律第八十一号）の一部を次のように改正す

る。

　　第七条第十二号中「第八十三条第一項」を「第四十条第一項」に改める。

　　別表第一の八十二の項を次のように改める。

八十二　削除



　　別表第三の八の項を次のように改める。

八　削除

　　別表第五第十一号を次のように改める。

　　十一　削除

　（地価税法の一部改正）

第十二条　地価税法（平成三年法律第六十九号）の一部を次のように改正する。

　　別表第一第二十一号イ中「第五十九条第一項（米穀の政府買入れ）、第六十条第一

項（米穀等の輸入を目的とする買入れ）、第六十二条第一項」を「第二十九条第一項

若しくは第二項（米穀の政府買入れ及び政府売渡し）、第三十条第一項（米穀等の輸

入を目的とする買入れ及び当該米穀の売渡し）、第三十一条第一項」に、「第六十六

条第一項」を「第四十一条第一項」に、「第六十七条第一項」を「第四十二条第一

項」に改める。

　（検討）

第十三条　政府は、主要食糧以外の農産物の生産者の所得を確保するための制度につい

て、速やかに検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。



　　　　　理　由

　米穀の生産及び流通をめぐる情勢の変化にかんがみ、国による米穀の生産調整並びに

米穀の出荷取扱業者及び販売業者の登録制度を廃止し、並びに米穀の生産者に対する米

穀を在庫として保有する措置の実施のための無利子資金の貸付け、米穀の安定供給の確

保に資する売買取引に係る債務保証等を行う指定法人の制度等について定めるとともに、

主要食糧の自給率の向上及び主要食糧の生産活動が有する主要食糧の供給の機能以外の

多面にわたる機能の充実に寄与するため、主要食糧の生産者の所得の確保に係る措置に

ついて定める必要がある。これが、この法律案を提出する理由である。



　　　本案施行に要する経費

　本案施行に要する経費としては、平年度約一兆円の見込みである。


